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of services while fulfilling their contract(s)

was intentionally poor or were responsible for

dishonest conduct in connection with product

quality or quantity. çhave hindered fair com-

petition, or have wrongfully allied themselves

for the purpose of impairing the fair price or

gaining dishonest interest. èhave obstructed

othersÐ bid participation, or completion or

performance of the contract. éhave failed

without justifiable cause to discharge their

contract. êhave obstructed inspection or su-

pervision conducted by the members of this

company. ëhave behaved in a corrupt or in-

appropriate manner, or such conduct has

caused an accident, or otherwise lack reliance

and integrity in their conduct. ìare presently

in dispute with this company without justifi-

able cause. íare presently delaying the dis-

charge of their contractual duties. îhave had

an unsatisfactory after-sales service record.

ïhave made false declarations or have hid-

den the truth in connection with competition

procedures(s) or contractual performance. ð

use anyone falling into any of the above cat-

egories in the past three years. including rep-

resentative at the competition, manager or

other employee at the time of a contract. ~

shall not have filed a bankruptcy-reorganiza-

tion plan under Article 154 of the company

Corporate Rehabilitation Law 2002 or filed

for bankruptcy rehabilitation under Article

225 of the Civil Rehabilitation Law 1999 (exc-

luding those who have come to a settlement

regarding a bankruptcy-reorganization plan

or bankruptcy rehabilitation) or disposition

by suspension of business by a clearinghouse,

suspension of business by a major client, or

company financial condition has been deemed

remarkably unsound. �shall not belong to a

crime syndicate or have relations with anyone

who does, further, shall not display potential-

ly antisocial behavior or be involved with

anyone who does. �have been qualified ac-

cording to the companyÐs regulations on client

qualification examination. Those who desire

to obtain qualification shall file an applica-

tion at to the place stated in Paragraph c. ‚

have not had clientsÐ qualification suspended,

according to the companyÐs client qualifica-

tion regulations, between December 12, 2012

and the period of the tender. bTime Limit

for Tender and Opening Tender : 10 : 00 Feb-

ruary 1, 2013. cContact point for the notice :

Contract Section, System Planning Section of

the Information Systems Dept., Tokyo Metro

Co., Ltd. 3`19`6 Higashi-Ueno, Taito-Ku

Tokyo 110`8614 Japan TEL : 03`3837`

7032

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年 11月 28日
支出負担行為担当官
東北地方整備局副局長 梶原 康之

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04

〇第 31号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 石巻港雲雀野地区防波堤（南）基
礎（改良）工事

^ 工事場所 宮城県石巻市石巻港港内
_ 工事内容 海上地盤改良工 １式、現地調
査工 １式

` 工期 平成25年９月10日まで。
a 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

b 本工事においては、資料の提出、入札等を
電子入札システムで行う。なお、電子入札シ
ステムによりがたいものは、発注者の承諾を
得て紙入札方式に代えることができる。

c 本工事は、入札時に工事費内訳書の提出を
求める工事である。

d 本工事は、ＩＳＯ9001認証取得を活用した
監督業務等の取扱いの対象工事である。ただ
し、低入札価格調査の対象となった場合を除
く。

e 本工事は、入札時に施工方法等に関する技
術提案等を受け付け、価格以外の要素と価格
を総合的に評価して落札者を決定する総合評
価落札方式（標準型）の対象工事のうち、品
質確保のための体制その他の施工体制の確保
状況を確認し、施工内容を確実に実現できる
かどうかについて審査し、評価を行う施工体
制確認型総合評価落札方式の試行工事であ
る。

Ĉ 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。
なお、入札時のＶＥ提案の範囲となってい
る提案事項については、契約締結後のＶＥ提
案の対象外とする。

D̂ 本工事は、本工事の競争参加資格を有する
と認められた者に対し、見積参考資料（金抜
き設計書）を開示する試行工事である。

Ê 本工事は、「港湾請負工事費積算基準」等に
より各種工種区分に従って対象額ごとに求め
た共通仮設費率（率分）及び現場管理費率に
それぞれの補正係数を乗じることとしている
ことから、見積にあたっては留意すること。
なお、補正係数については入札説明書に記載
している係数とする。

F̂ 本工事は、契約締結後、労働者確保に要す
る方策に変更が生じ、港湾請負工事積算基準
の金額相当では適正な工事の実施が困難と
なった場合に、実績変更対象額の支出実績を
踏まえて最終精算変更時点で設計変更する試
行工事である。詳細については、入札説明書
に記載する。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）（以下、「予決令」という。）第70条及び第71

条の規定に該当しない者であること。

] 東北地方整備局（港湾空港関係）における

「港湾土木工事」に係る一般競争参加資格の

決定を受けている者であること。

^ 東北地方整備局（港湾空港関係）における

「港湾土木工事」に係る一般競争参加資格の

決定の際に算定した客観点数が、1¶150点以

上の者であること。（会社更生法（平成14年法

律第154号）に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法（平成11年

法律第225号）に基づき再生手続開始の申立

てがなされている者については、手続開始の

決定後、東北地方整備局副局長が別に定める

手続に基づく一般競争参加資格の再審査の際

に算定した当該「港湾土木工事」における客

観点数が、1¶150点以上の者であること。）

_ 会社更生法に基づき更生手続きの申立てが

なされている者又は民事再生法に基づき再生

手続開始の申立てがなされている者（上記^

の再審査を受けた者を除く。）でないこと。

` 平成９年４月１日以降に元請けとして、完

成・引き渡しが完了した次に掲げる同種工事

の施工実績を有すること（共同企業体の構成

員としての施工実績は、出資比率が20％以上

であること。ただし、乙型共同企業体の同種

工事の施工実績については、出資比率にかか

わらず各構成員が施工を行った分担工事の実

績であること。）

・海上において、サンドコンパクション船に

より、施工深度16N以上の地盤改良を施工

した工事。

また、当該施工実績が国土交通省が発注し

た工事のうち入札説明書に示すものに係る施

工実績である場合にあっては、請負工事成績

評定要領（平成21年３月31日付け国港技第

105号の２）第４第２項に規定する工事成績

評定表の評定点合計（以下、「工事成績評定点」

という。）が入札説明書に示す点数未満である

ものを除く。
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